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明治中鵠庁を担った醇摩・長HIの下級武士は、分権的徳
にするため人間である天皇をあえて現人神として権戚づづ、けたうえで主誰諸とする神勅天皇制を樹丘した。との体
制の下で急速な産業化・軍事化をなすためには、それを担う人材が必要なので、公教育の整備・充実が図る教育
政策が実施された。教育政策は、園の政治・憲法原理を反映するので、神勅天皇制を擁護する国家主義的教育政
策が実施され、国家(天皇自に泰仕する人材の養成がなされてきた。現人神天皇を中心とする大家族国家(多様性
のない独難句・排他的共同体)のために滅私奉公する国民の育成が中央集推的公教育を通じてなされた。その教
育は、欧米列強による支西日下に置かれる恐れのある後進国日木の急速な産業化や軍国主謝七に貢献したが、外国
人はもちろん日本人の個人としての尊厳を尊重しない全体主義的教育であった。敗戦により、鞘愛、個人の尊厳
を尊重する民主的な日本国憲法の施行により、教育の民主化が不十分だが推進される。しかし、欧米諸国の経済
力・断肋等に也、っき、日本を経済大固化するためには、高い教育レベノレを急速に達枕する必要がある。その
ために個人の個性を尊重しないで、集団主義的に高いレベルの知識の詰め込み教育がなされたq これにより高度
成長を支える一定の知的レベルの労働力を供給することができ、日本は世界の中でアメリカに次ぐ経済大国にの
しあがった。しかしとのような個性を尊重しない画一的教育は、子どもの自主的事断能プ斤潟胎動等を養成しな
いなど様々な矛盾を引き起こし、その改革が迫られた。その改革は、文書1昨ヰ学省、の教育委賞会等を通した学校教
育への公共統制を抑制し、子どもの自律性・濁尺の自由を尊重し、かっその自衛生をサポートする親の学校避尺・
参加を要請する。その要請に一応4奪える政策が新自由主義的教育&章である。
日本における新自由主義的教育改革として、教育サービス供給等の教育提供主体の多様化が、 2002年の総合規
制改革会議で打ち出され、構造改革特別区域法包002年12月18日制定)で、①公設民営化方式による高校・幼
稚園、伽同会社立学校、③不登校児童等を対象とするNPO立学校による教育サービス供給が可能になり、特区
で実現された。またこの3積の学校と特区内の小中学校守合む公:立学校は学習指導要領が定める教科・科目や年
間授業時聞に縛られない「弾力的運用」が認められる。愛知県の提案し、採用された公立高校の民営化は、県立
高校全体ではなく県立高校の一部である専攻科に民聞が運営するものを2017年に設置するというものであ
る。トヨタ自動車など自動車産業へ優れた人材を供給するため、企業の指導役などを朝市として招く計画である。
民聞が運営することで耕市の雇用形態(企業などの民間人の登用など)や給与体系を柔軟に設定できるようにな
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る。特区認定された「学校Jは、特区法等により校地・校舎の自己所有の免除、インターネットを通じての在宅
学習を出席として扱える。これらの学校は、親・子ども・企業の特別のニーズに応えるものである。凶
注目すべきは、「特色のあるカリキュラム」と「大幅な趨尺制」を導入した「総合高校」が、登場し増加して
きていることである。ある高校では、子どもの多様なニーズに応えるべくヒップホップタ守ンスから日常英会話ま
で160の異なるタイプのクラスをそろえているが、最もよく知られている総合高校は、 1984年に設立された東京
郊外州安奈学園総合高等学校である。この学校は、 7学系仇文・理数・語学・体育・芸術・樹貯・家庭・商業号
に164の甜尺講座を設け、履樹ヰ目全体のうち半分まで「生徒の関心」に応じて「自由に盟問することを認め
ている。このような高校は、エリート大学への入学を志向しない生徒の多様なニーズに応えている。匂7)このよ
うな教育の多様化のなかでとりわけ重要なの崎正存の小・中・高等学校におけるは「学校道駅制」である。
学路整択制 ω) 
現行の硬直的な公立学校制度は親・子どもの価値親・生活スタイノレと教育志向の変化に応じて変化せざる
をえなかった。また良好な学校環境を求めて、荒廃した公立学校やレベノレの低い公立学校を回避する傾向が、特
に教育レベルの高い家庭で生じた。そこから私立学校受験ブームが生じ、公立学校の危捕が意識され、公立学校
の改革が目指され、学校道駅制の導入が意図された。 1997年の文書階、通達「通学区域の弾力的運用について」で
いじめなどを理由とした「指怠授変更」が広範に行えるようになり、「今時器量択制」が「事実上」認められた。包9)
その後 2000年の教育改革国民会議で、一層の弾力化が提言され、 2003年 4月に脳?された学校教育法樹子規
則の一部改正により、各市町村の判断により公立の小中学校で学関輯尺制度が導入できることが「法令上」明確
化された。
対桝学省の「官僚統制」による「画一的な教育Jを是正し、多様な教育実践を活断七するために「市場原理J
を導入したり、学校間競争によりもたらされる個性の異なる多様な学校の濁尺を認めたりするのは、子どもの個
性を尊重して、子ど、もの多様なニーズに応える点で有意義な面がある凶。他面、「学校の序歩間同や「学校ごと
の子どもの均質イ包」がもたらされる点で問題があるともいえる。しかし、学校の序列化は、子どもの能力に応じ
た学校避尺を容易化する点で、子供にとって一概にマイナスとはいえない。また不人気投は、入学生徒数が減少
し、その運営が困難になる恐れがあるが、その轍少の要因を分析して、教育委員会・学校は、その対策をとるこ
とが要請される。例えば品川区の教育委員会指導課の職員は、その不人気の学校とともにそのイメージを改善す
るために努め、また校長を代えて学校の管理運営を変えている。もっとも校長に学校の予算編成と教員採用の権
限がないため、校長のリータ。ーシップの下で学校改革を皆予する力も隈定される。包1)
公立小中・中高一貫校。2)
教育提供主体の多様化にとって、注目すべきは、 2002年に公監j、中・中高一貫校が登場したことである。公
立中高一貫校は、 1997年 1月の「教育改革プログラム」で打ち出され、 98年6月の学校教育法の改正により、
翌99年度から導入された。 2003年に国公私立中高一貫校は、 2003年に 118校、 2012年度に441校になり、
2013年4月l日現在450校に上った。このうち私立は2012年から9校増え、 261校であり、公立は184校、
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閏立は 5校で前年左同じで、あった。形態別では、ひ土つの学較として一体的に教育を行う I中等教育学校」が
2012年より 1校増え50校になった。中学と高校の設置者が同じで高校入試を実施しない「併設型]が同年より
9校増え、 318校になっ丸私立の約9害IJは「併設霊山である。市町村立中学校と都道府県立高校をつなげる日車
苦盟Jが1樹戒り、 82校になった。公立は、富山・鳥取を除く 45都道府県に設立されたが、そのうち東京が1
7校で最多である。回
公立中高一貫校を設けた理由は次のとおりである。¢激育的見地からすると高校受験がなくなるから、中等教
育を「ゆとりjのある充実したものにするとともに「中高の一貫教育Jを可能にすることにある。また②この制
度が「進路選択の自由jそ拡犬する点にある。さらに恒雄来の学校は、「形式的な平等主義Jど「画一主義Jfこ
陥り、その教育システムが多様で、弾力的な学校のあり方を妨げ、学校を時代にそぐわなし、ものにしているので、
公立中高一貫校はその「硬直的な教育システムjを「多様似・「弾力仰する。任Z私立の中高併設授との関係で
は大学進学期責などの点で公立学校を私立の中高併設校に対杭できるようにしたいとし、うことがある。。峨と
の関係では公立中高一貫校を地樹全会活性化の柱にしたし、ということがある。知)
一方、公立中高一貫校は、以前より少激の公立エリート枝をつくり、また学校序列・学校間格差の問題を中学
段階まで拡大し、受験競争の低年齢化を招き、教育機会の階層建を拡大するおそれがある刷。確かにそのよう
な点は否定できないが、公立校による「教育の機会均等jは、「能力に応じたもの」であり、「画一的な教育の機
会均等」ではなし九また公立の中学段階までは「思念的」には学物持枇・学校同鳴差がない方が良いとも言え
るが、「実際Jには公立授を補主ずる私立学技の学校体系において、親・子どものニーズに応じて学校序列・学
校間格差が生まれおり、親・子どものニーズ、を踏まえると一概に学校序多1)1ヒ・学校間格差を好ましくないととは
いえない。
これに対して「義務教育学校」は中高一貫の「中等教育学校」のように制度化されていないが、文書砕ト学省、の
諮問機関である「中央教育帯議会jは2014年10月31日、刊明4教育委員会の判断で設置できる「小中一貫教
育学校(仮称~J と別々の小学校左中学校が統ーしたカリキュラムで学ぶ「小中一貫型小・中学校(仮称~J の制度化
を提言した。この新しい一貫校では、学校が子供の物ノ教に応じて学年の区切れを設定できる。文科省はこれを受
け、学校教育法などの改正案を2015年の通常国会に提出して、最速で2016年度の開校を目t肘。 W このよう
に未だ小中一貫校は制度化されていなし、が、文科相の指定を受けた教育課程の特伊肢などとして増力削頃向にある。
公立小中一貫校の類型として、①小中で一つの校舎を使い、組織・運営も一体の「施設一体劃刷⑫丘隣の小
刺激育カリキュラムなどで連携する「施設づ消盟」などがある。地方分権の流れと中学校になじめず、いじめ
や不登校などの問題を起こす「中1ギャップJの深刻防背景にして、小中校両者の設置者である市町村は、子
どもの発達の変化が小4・5年ごろに移ってことに対応すべく r6・3制Jを打ち破り、また f中1ギャッフ。Jを
減らすことや「学カ向上」・小学校高学年からの「孝た附旦任制の導入」・「中学校の内容の先取り」等のために、
独自に公音j、中一貫校の披汰を主導した。
公立小中一貫校が注目されるようになったのは、 2000年に、広島市呉市が国の特例による国の研究開発学校
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で取り組み始めたからである。 2004年には、東京都品川区が構造改革特区で導入した。川、中一貫教育全国連絡
協議会Jが2010年度に実植した調査では、公立小中一貫校は「全国で増力闘頃向」にある。制朝日新聞の調査に
よると 2013年春現恋100校となった。都道府県単位では、最も多いのは東京都の18校である。凶また朝日新
聞の全国 100校調査によると、公立小中一貫校の成果で、最も多かったのは、「学力向却で30校が挙げた。
文寄防ヰ学省の調査によると、校舎を-f判じしたり、従来の 16・3の区切りJを変えたりして一貫の度合いが高
いほど学力があがることがわかった。これに対して公立小中一貫校に「課題がある」と答えたのは85校である。
そのうち13校が子どもの課題として 16，7年生の問題」を指摘した。朝戦員の問題では、 22校が小中聞の壁の
高さを、 18校均等f亡化を指摘した。 この調翫古果について常葉大学の耕哉大判完の村安郁夫樹受は、「子ども
が最大9歳違う異年齢集団の中で成長し、小中の教員聞の理解が深まるなど、着実に成果が出ているJと公立ンj、
中一貫校を肯定的に評価している。「教員の負担増や多忙化の問題は、自治体が教職員の増員などで対后すべき
だ」としている。これに対して、和光大学現代人学部の山本由美樹受は、「小中一貫校の半分以上切)が学校の
統廃合計画のなかで生まれているJし、「小中一貫校が増えれば、小学校からの複線化が進み、教育の機会均等
を掘り崩すことになる。」と公立小中一貫校に批判的であるo 包1)
しかし少子化の進展により小学生・中学生が大きく械少している以上、財政上又は学校経営の効率上、小・中
学校の統廃合はやむを得ない。また教育の画一化を是正し、子どもの個性・能力に沿った教育を行うためには、
小学校からの中巌泉化を全面的には否定で、きない。それに私学を含めれば、小学校段階から複線化が生じているが、
その問題性はあまり指摘されていなし、から、公立小学校段階から複線化を「現念上」は別論として、「実際上」
それほど問題視すべきではないであろう。
なお東京都は、英語教育に力を入れ、世界で活躍できる人材育成を目指すため、小学校から高校まで 12年聞
を一貫して単ぷ都立の小中高一貫校を2022年をめどに立}1市内に開校する方針を決めた。<42>
飛ひ糠 ω)
飛ひ糠は、学年制をとっている学校で1学年以上飛ひ漣して上の学年文は上の学校に移ることである。外国で
は飛U瀬制度がある場合が多し、アメリカにおいては、初等・中等教育段階では、学校長の判断により飛ひ瀬が
可能であり、大学への早期入学は大学の判断により可能である(高等教育機関在学者のうち、 18歳未満は約2%)。
イギリスにおいては初等・中等教育段1階で特に法令上年齢制限がなく飛ひ糠が可能であるが、実際上は早期の進
級等はまれである。大学への入学最低年齢は各大学が決定するが、 17-18歳が一般的であるが、例外的にそれ
以下の者について入学を認めることがある(高等教育機関在学者のうち、 18歳未満は約1%)。フランスにおいて
は、小学校において、早期入学・飛ひ糠が伊外的に認められている。中等教育でも、ごくまれに飛ひ糠が認めら
れることがある。高等教育機関入学に必要なパカロレアの受験年齢は18歳であるが、それ以下輔令での受験も
例外的に認められている。ドイツにおいては、初等・中等教育段階で飛U糠は可能であるが、実際は極めて少な
い。もっともアピトゥア(大学入学資格)の取得や大学入学に年齢制限はない(高等教育機関在学者のうち、 18
歳未満比約1%)。
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日本では、初中高における飛ひ慨は認められていないが、大学・大判完では限定的に飛ひ鞭・飛び入学樹子わ
れている。大学飛び入学は1997年に法改正により数学・物理に限り解禁され、 2001年度より全会野で角襟され
た。例えば千葉大学は、 1988年に理学部で閣始し、その後、理学部に加えて工学部・文学部で、当該午度3月
31日時点で満17歳以下である両校在学者を対象に飛び入学を劫包している。日体大は、 2014年春から五輪な
ど国際大会で儲もた掛責を挙げ光選手を対象に「飛び入学入試J綿布交した。このように飛悦崎実施する大学
は増えているが、 2014年までに全国で111人しか刷用していなしL このように少ないのは、現行では飛び入
学をするには高校を中退しなければならないため、大学を中退した場合などに高卒の扱いにならず、資格誤験が
受けられないことなrが、原因左思われる。そこで中教若手は2014年11月に高校2年生などで大学に飛び入学
をした場合に、国が高宰左同じ上うな資格を与えるよう促す答申棄をまとめた切〕
飛ひ瀬は、①エリート養成のため必要だし、②才能ある者がその才能を伸ばす税絵をも倒1章しその自己実現に
資するし、更に信漣路樹尺の自由を拡大するものである。また任溜牒の画一的・横並ひ約教育システムを弾力的・
開蜘句なものにしてして上でも必要である。これに対して飛U級制という糊IJのノレートに乗れない生徒にとって
大変なハンディになるとの批判がある。しかしそのルートに乗れない生徒は、そのルートに乗れる能力がないか
らであるから、その区別は不合哩とは言えない。各子どもが自己の能力に応じた教育を受けるのであるから、能
カに応じた教育の機会均等に反するものではない。もっとも、子ど、もの人格の発達にとって障害となるような飛
ひ瀬は問題である。例えばアメリカにおいて優秀な小学生が飛ひ糠で大学生になったととろ、周囲の大学生と年
齢が違し、すぎて友達関係を構築することができず、先官の大学生生活を送らざるを得ない実例があったが、この
場合、能力に応じた教育を受けることができるが、子どもの人格形成にとって好ましくない。したがって「能力
に応じた教育」と「人格の健全な発達」との衝突を調整するシステムを倉Ij説する必要があろう。例えば、飛ひ瀬
した子どもたちをグループに分けて、年齢の近い優秀な子どもが、寄宿舎生活という共同生活をしながら学校生
活を送るようにすすもば、阿者の調整となろう。
学校五日制
月1回の週5日制が1992年に、月 2回の週5日制が1995年にき字入され、 2002年度に完岩園5日制になり、
現在、完全週5日制が定着し、子どもが参加するスポーツ大会や出揃子事が土曜に組まれるのが少なくないよう
になっている。同じ時期に「ゆとり路線」の下で、授業時間と学習内容が大幅に削減された。その後、国際学力
調査などにより子どもの学力低下が明らかになり、文科省は、「脱ゆとり路線」に転換し、学習指導要領を改訂
し、小中学校の授業時間を1割噌やした。一方で、週5日制が維持されたので、時間割が窮屈になった。そこで
土曜にも授業を行う彩感並みの教育を求める保護者の声もあり、自治体の問では、平日の授業を土曜に移し、時
間割に余裕を持たせようどいう自主的な動きが出てきた例えば、東京都で、は、保護者射ー峨住民に公開する形
で、土曜授業を実施する公立小中学校が目立つ。正規の授業とはせずに、土曜日に学校や公郎官を利用して、教
員OBらが希望する子どもたちに勉強を教え続けている自治体もある。ただ文科省の調査によると、 2012年度
に土曜授業を実施した公立学校は、小中とも全国で1割弱にとどまっている。実施頻度も、年3回程度から月 2
? ?《?
回程度と様々 で、あった。こうした現状を踏まえ、文ヨ開催、は、週5日制の下で、土日劃受業が「事拐リの日に必要があ
る場合」にのみ例外的に認められているだけでは不十分だと考え、 2013年11月に学校教育法施行規則を改正し
て、公立の小中高校で土日置受業を行いやすくするべく「各教育委員会」が「自らの判断」で自由に実施できるよ
うにした刷。読売新聞の全国1741区市町村の教育委員会への調査(回答率9.4%)によると、 14.5% (新
たな実施5.5%、継暁実施9、0%)にあたる 251教委が、「学力の向上Jや平日授業の械少により「ゆとり」
を持たせることや「授業参観の容易化」等を理由にして、 2014年度に正規の土曜授業を行い、教委の約11%が
正規授業以外に「体験活動」や「補習Jなどを行っている。一方、小中の約4害IJの保護者が土曜日の授業を希望
しているのに約72%の教委は、地欄活動の定着・制官動への影響・教員の勤務体制・代併棺保の課題等から実
施しないとした。句6l
週5日制につき賛否両論があるが、賛成論は次のように主張する。学校で出問化した受験競争の下で、知育
偏重の詰め込み教育がなされ、その成果は偏差値で言判面され、その偏差値により輪切りi盟支がなされる。他方、
各生徒の能力に応じた「個↑蛸な教育」がなされず、平等主義と醐草された「画一的教育」がなされ、また生徒
の自由・自主性を尊重しない「管理主義的教育」がなされている。このよう息の詰まる学校においては校内暴力・
いじめ・不登校が多発した。この教育過剰の現状を是正し、子どもを家庭・出或に返し、「ゆとりJと「自由J
のある「豊かで潤いのある生活Jを目指し、また生徒の「個性」を尊重して、生徒の「自己教育力」・「生きる力」・
「豊かな学力」を養成しようとする。さらに「↑静R化」・「国際化」・「高齢化Jが進展するなかで、変化する社会
に対応し、かっ生涯にわたって学習する，日薄えの育成のため「自己教育力」の育成が重要だとする。旬)
確かに学樹周五日制は、子どもが土曜日に学悌ユ外で過ごすことができ、その時間の働、方は、親と子供に委
ねられる点で、臨教審以降の「教育の自由化」にそうものである。この「自由化」は「親の教育権」や「子ども
の学習権J(自由権制則面)を強化するものである。この梅IJの適切な行使により休日に多様で有意義な活動を
自主的に行うことができるからである。もっとも「教育力の豊かな家庭」は、より多くの教育的酒田霞を子どもに
対してなすことができるので、その子どもは「より良い教育の機会」に恵まれる。そして受験競争としづ現実の
下では、教科時間数が械とよ、したため、その時聞を塾で費やす子供も少なくない。また塾に行かない子どもの-4部
は害問舌動に励むことができる。制他方、「教育力の豊かでない家庭Jは、子どもに対して教育的配慮をすること
ができなし、ので、その子どもは、審問動も勉強もせず、繁華街で遊んだりゲームやテレビに暇な時間を費やした
りするωなと怠惰な生活をして、その学力を低下させるともいえる。信olこのように学問圏五日制は、教育の自
由化の観財為もらは青鮪判面されるが、実餅句な教育の機会均等の
自己決定権を尊重す寸も1，1ばま、ゲームやテレビに暇な時間を費やしたりすることも自由であるから、それを怠惰な生
活と決め付けるのは疑問である。
習熟度別学級編成・カリキュラムの個t幽白色1)
家庭での過ごし方の差に応じて学力差が拡大した場合に、大きな学力差のある子どもによって構成される混合
学級での板書等を利用した集団授業は難しくなり、その学力に応じて効率的に教育をなすべく「習熟期リ学級編
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成」・「個人の学力や進路に応じたカリキュラムの個性化」が聾青される。 rw
東京のある学校の習熟度別学級編成は、分教の言明対容という課題を P習熟のペースとタイプの異なるグノト
プ'J (各教室の垣根を超えて編周知ごとにこなすが、そのめトプの選択は、関車の意味を教える耕市と相談し
て「生徒」が「自主的Jに行う。進度の軒、生徒たちは、だんだんと難しくなる分教の言噂をしてその答えを示
しているカードをすばやく見つけるカルタ取りゲームの形式で課題をこなしてし、た。一方進度の遅い生徒たちは、
少人数からなるグノトープで十分時聞をかけてゆっくり指導していたし、気楽に朝市に質問してし、た。このような
「能力に応じた自主的で協力的なグ、ループ学習」は好ましいものであるといえよう。
グローバル高校・ス}ノ宅一科学校切
文第l省は2015年3月31日に、国際的に活躍できる人材の育成を図る「スーパーグローノ勺レハイスクール(SGH)J
事業の2015年度指定校に、 26都道府県56校(国立7校・公立31校・私立18校、指定期間5年)を新たに選
んだと発表したG この事業は、 2014年からの事業で、指定校は言十112校になる。当該指定校は、英語教育だけ
でなく、大学ヰ企業などと連携し、世界的な視野で課題に発見付軟に取り組む。また文階、は岡田、亘有、的に
理数教育を行う 15年度の「スーパーサイエンスハイスクール (SSH)Jに16道府県の国立3枝、公立21校、
私立l校の計25校を新たに指定した。
結び刷〕
経済のグローバル化に対応しようとする「新自由主義的教育改革」は、学校制度ないし教育制度に対する親・
子ども等の不満を「擬似的市場である教育市場」におして「市場原理Jを作動させることによって「自動調整l
しようとする。また「能力主義jと「多文化主義J:fi:"結合させて、「個人間の差異Jを積樹句に肯定し、その「差
異ある各人」の「自己決定権」等を最大限尊重する。その自己決定権の行使による異なる教育的効果は、競争を
通じて各人に帰属する。もっとも「学校・カリキュラム醤則・「学校参加」が自由になされ、「教育システム」
が「個人」の「能力・個性」に応じてする場合、「子どもの能力の差異」のみならず「子どもの属する家庭」の
「社会・経済・文化的レベル」の「差異Jlこよっても、競争のスタートラインにおいて競争条件に差異が生じ、
回「形式的な教育機会の均等」を「実難句Jには「不均衡化Jする。附こうして生じた学校の垂直的格差侶7)
ないし子どもの教育格差は、相会経済的格差を導く。このような教育格差は、子どもの能力の差異およてj資本主
義佐会における「家族制居むと「競争原理jを前提とする以上必然的なものであるが、その格差が「著しい」場
合、「教育の機会均等が強く要請される公立学校の初等・中等教育Jにおいては、問題である。
そこで子どもの学杭霊択の自由等を侵害しない限り、この教育格差を是正すベく「家庭の社会・経済・文化的
レベルの差異」を薄めるために、憲法上の要請である小中の義務教育における授業料の無償化やこれを拡党する
立法による小中における教科書の無償化・公立高校における授業料の無償化(私立高校は公立高校の授業料を超
える部分は自己負担)、就学援助制度(市町ヰ材5経済的理由によって就学困難と認められる学齢児童または学齢
生徒の保護者に対して就学接助金を給付する制度)、または経済的に困窮している者に実離句教育の機会を保障
する日本学生支援機構等による無利子・有利子の奨学金を貸し付ける制度があるが、不十分である。日本のGD
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Pに占める教育機関への公的支出は、OECD34カ国中最下位であるから、もっとその支出を増やすべきであり、
その一環として義務教育においては授業料・教科書以外の教育費用をできるだけ公的に負担すべきだし、高校に
おいては、高校が「事実判義務教育化している現状を踏まえて、公立高校においては、授業料以外の教育費用
をできる限り公自ケ負担とすべきだし、私立高校も制度上公立高校を補完するものであるから、公立高校との教育
経費の負担の格差をできる限り縮小すべきでる。さらに「貧しい家庭jに対して、授業主汐トの「就学援助Jを拡
犬するとともに日公的な給付型の奨学金崎l殿・充実」を図るべきである。制)また経済格差が教育格差を生み、
その教育格差が経済格差を生み、大きな社会経済格差のある担金が形成され、「貧しい子ども」は、たとえ能力
があったとしても家庭耕市に教えてもらうことはできず、また「事実上公教育を補完する塾教育」を受けられな
いため、レベルの高い学校に進学できず、貧困状況から脱出できなし、この状況を変革するためには、貧しい子
どもの鵬責が入制寺において他の子供より劣っていても、優先的に入学を認める制度を過度的にかつ限蝕句に認
めてスタートラインにおける「実質的な教育の機会均等」を図るべきである。
また市場原理の下では、操似市場において親・子どもは、学校が提併する教育サー ビスを購入する顧客であり、
自己のニーズにそう学校からの教育サ}ピスを濁尺して積概的に学校に「参加」する(特噛尺の自由)。公立
校も私立校も自己の提併する教育サービスを遡尺してもらうため、相互に競争してそのサ}ピスの質を高めよう
とする。 その競争の結果、学校の多様化・階層化が生じ、また親・子どものニーズに合致した良質の教育サー
ピスを供給する学校が生き残り、そうでない学授は競争に敗れ、廃校になる。 ωこの場合、廃校になるのが公
立学校であるとき、身近に「走色合よ地域の活断包の拠京であるべき公立学校」が栴主しないという耳鳴合が生じ
る。また、学校は「市場経済の担い手」となる「労働者」・「消費者」を育成する役割だけでなく、「民主主耕土
会の担い手」である「市民J・「主権者Jを育成する役劃をも有する。国民主権を基本原理とする民主社会の市民・
主権者であるためには、集団自慢リ害が対立する祉会問題等を相手の立場を噂重しながら熟庶ずる骨肋が必要であ
る。この観長から、公教育は民主社会を維持すペく子供に相手を尊重・噂敬しながら、相互に受容できる祉会的
協同を見出すために誠実に審帯する技能と資質を身に着けさせるべきである。切)生徒は親により親の信念を反
映した私教育である家庭教育を施されて一定のイ言念を持つようになるが、その信念は普亘的なものであるとは限
らず、偏ったものであることがあるから、未だ民主担金の一員として一人前であるとはいえないので、公教育に
おいて民主佐会の自律自怖成員たる市民になるよう教育される必要があるからである。この点では子どもは「教
育客体Jの商をも有する。他面では、未熟な子どもは親のサポート受けて他の生侍や専門家である教員と協働し
ながら「学校運営」に「間樹句」に「参加する自僧句主体」でもある。
このように子どもは、多面的性格を有するから、市場主義の観有、から顧客の面のみを強調するのは妥当でない。
従って国・自治体にとって重要な教育改革は、顧客として子ども・親の多様なニーズに応えるだけでなく、また
学習権の主体である子どもの憲法上の地位を尊重して、学習権の自由権的側面では子どもの学習の自由やそれを
サポートする親・耕市の教育の自由に対して、民主柏会維持のために最小限の介入は別論、国家主義的・権威主
義的介入を目指すべきではないし、また学習権の担金的側面では実りある学習を支える教育諸条件の整備を今以
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とに充実すべき方向性を持つべきである。この整備には財政tの問題があるが、教育の重要性にかんがみ、他の
分野に優先して教育支出を増加させるべきである。さらに学機脱哉内においては子どもが学校の運営に間接的に
関わる学校の構成員であり、学校活動を通じて知識・民主的態度等を自主的に受容・習得する「教育主体」であ
ると同時にそれを受容・習得するよう教育される教育容体であることも考慮されるべきである。
注
随.);p骨量必'f fþ雰6楽学校談実行波ポ勝手E ・三1:.lJI!J彦編著rR位攻言~拘~~考x-3-jÆ築f/JZÆ宮-Jσ勝越使、 2008名) i参
属
(27) IAfIJM季監修fグーティンス β;þの表淳と在会見亨20若手戸'tJ'!，;づめÆlèfl弓tの表湾1 ローレンズ・ 7~ク件プツ件、夢(復
求京一却 fβ府ご:ioマア3者湾ち号事ー ヴめ像診をあ置法涯と学長Fのグアグテペ(Oe綴'u124 J烹前掲、 !fitj}J[;盆芳'1!fr 13弓その局役湾海喜
一多様'ft;z-fj m L-l切手守 165-166瓦身唯高軍縮d場'i'/#蹄伎のよrztぞと溺皆 f季初級常設1/ 95，、(包ごイア/~初切友 1993
年J、厚手七議宝L:1，話会百学科;Z-.!:'ヲつぐ-3lJγffFf備校家百1993$5Jl拶f1.手 f学事担飯 1993名)23-29)鞍潟
包8) 広田照幸陪情'~ 42-57頁、厳湾、ローレンス・ 7クF宍ノルf."fe府ごおJプ-3表芳吉型車ー 勃樹立を務Z持者雪と学級のグ
アグティ'I!J窓を/124厚長安屑
(29)μ/弓ttiJ..美与野3震 $fJtiJ.主義輝政事方持仔拘束京都J昂犠盆貞雄.tfi&J雌サ局ffJ.局主義毅誠事その趨華全・
美曹と'X#;務乾1/56Jぎ表馬
(30)媛平tタ標4彦公文控の!O;支局宥和ヌ社透渇覇軍Wf-i，'J併の，!t鍔望1/(:ナ-;1.;ニシイア必修)88Yf 
H撮
(31)前提ローレンズ・マク声明ノル/''122Jぎ参属
(32) 広田照幸『教育'~ 43頁-44頁、厳湾、ローレンス・ 7クメ?如か;"'124-125頁タY!fi
(33)読売新聞2014年2月5日・ 10月28日草肝リ。
(34)前掲、藤田英典78頁ー79貞参照℃
(35)前掲、藤田英典79質-911[.参照。
(36)朝日新聞2014年 11月1日朝干IJ。
(37) 文ヨ開催、による~ 2013午5月時点で80校ある傍読す席目2014午6月5・12日朝刊。
側読ヂ調関2014年5月8自宅肝IJNo，1918教育ルネサンス脱 r6・3制J10 
(39)朝日新聞2013年10月24日朝刊。
(ω) 52校が統廃合計画の中でうまれ九都市部では、子どもが私立中に進学し公立中の生徒が減るのを防く狙いもある。(朝
日新聞2013年10月24日斬1])。
(41)朝日新聞2013年10月28日、 2014年10月15朝刊
(42)朝日新聞2015年 11月24日草加l。
(43)前掲、藤田英典117頁一119頁、ヌ支障ト学省、ホー ムペ」ジ参照。
(4)読殻欄2014年3月17日夕刊、朝日新聞2014年11月21日朝刊。
?
?
(45)読売新聞2014年2月8日朝干止
(46)読定新聞2014年5月31日夕干札
(47)前掲、藤田英典137-138頁参照。
(48)前掲、赤田圭亮 f教育改本とはイ可だ、ったのかJ79頁参照沼
(49)ガ持、の保護者への調査では、土曜日をゲームやテレビに費やす子どもは5割近くいる〈読売新聞2014年5月31日朝
刊)。
(50)前掲、藤田英典126頁-129・141-143頁、佐貫浩「教育の公共↑留命ー教育学の立場からJ~，教育の公共性と教育への権
不IJl(日本教育法学会年報第四号 1993) 40-50頁参Jl(1"
(51)溺媛、ロー レンズ・ 7グ六、ヅツル戸、12:?て123頁タ庶
(52)前掲、藤田英典144・146-147・151頁参院
(53)共同通信電子版2015年3月31日。
(54) 広田照幸『教育'~ (-J岩波警膚、 2007年)6少--98 頁、危知数轡湾CtD.i油他扮-J~芳学の立拶JがらJ 局得税出決往é:
殺すへの経初臼ぷ毅芳法学後字綬第'22ま)40・42-43・45・46・49J!fa安篤
(5)ロジナー ・グシ外Vン'If(.l;ヲ撲界初 ffj.訴はなゼ (iJe"， ぞLτd:'(1J:クjご毅芳を投手主ずQ(1);jγ広lEJ!fM宕盈延安ftff
:f;d'らA7tE;ts:<の家湾1印私窓替で?ンタ一、 2009名)219J子衆侭
(56)ガヰ省によると 2013年4月の全国学力・学習状況調査(全国学力テスト)の分析結果から、親の年収ヰヰ癌が高い家
庭の子どもほど学力が高川頃向があった。年収が r1500万円L入U と f200万円未満Jの家庭では、学カテストの平均正答率
が小6で最大26ポイント、中8で最大23ポイントの差があった。(能競庁間2014年3月28日夕刊)。
(57) ジープ・クィyティ場湾設省の在会学一清張~明言究会ダイズンシyプ 6:(t 波留所毒~~移野物~..ft7t;IJ! =/'-.=z.グ
ふ/本写すはずグー ・ノザー と井局執筆'(/142-→42頁歩成
(58)朝日華府調2014年10月15日社説参照。
(59)前掲、藤田英典226Ji夕焼
(60)エイミー・ガットマン(神1iJE弘前「民主教育論一民主主謝全会における教育と政治J(同開勺社、 20004年)6-7 
頁参照。
-112-
